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2035年60％以上(2019年比)の
温室効果ガス削減を可能とする

「2035年エネルギーミックスとNDC」提案
～COP28の要請【2030年再エネ3倍】に応えよう！日本～

2024年7月23日（火）
ＷＷＦジャパン 専門ディレクター(環境・エネルギー）

小西雅子



本日の内容

• 世界の動きと非国家アクター発の国際イニシアティブ

～事実上のグローバルスタンダードに沿う重要性～

• 日本が脱炭素化社会で輝くための留意点

• WWFエネルギーシナリオ2024

～2030年再エネ3倍、2035年GHG60% (2019年比）以上の削減は可能～
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COP28 難航した化石燃料の転換に合意して延長一日で終了！
2023年12月

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan

エネルギー関連の初めての合意！
・化石燃料から2050年ネットゼロ
達成のための転換
（＝脱化石燃料依存）
・2030年までに世界の再エネ3倍、
エネ効率2倍
（＝事実上2030年削減目標の強化
につながる取り決め）

各国の取り組み進捗評価の結果
・2035年に60%（2019年比）削減
（IPCC）が入り、各国に2035年目
標の参考値として、2025年に目標
提出を促す



G7気候・エネルギー・環境大臣会合コミュニケ（共同声明）
イタリア・トリノ 2024年4月28日～30日

• 排出削減対策のとられていない（Unabated）石炭火力発電所」とは、「CCSによりCO2
を90％程度回収するような対策がとられていないもの」（IPCC第6次評価報告書）

• 1.5℃目標達成のために、2030年までに温室効果ガスを2019年比43％削減、2035
年までに60％削減することの緊急の必要性を再確認

• 既存の石炭火力からの排出量だけで1.5℃の限界を超えると強い懸念を表明、年
限を示しての段階的廃止の必要性を確認
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街中の気候マーチ
国際NGO化石賞

様々な非国家アクターの
国際連盟の脱炭素宣言の場

COP28（第28回気候変動枠組条約締約国会合）の構造

COP
気候変動枠組
条約締約国会

議
（年1回）

CMP
京都議定書
締約国会合
（年1回）

CMA
パリ協定締
約国会合
（年1回）

SB
補助機関会合
（年2回）

SBI：実施に関する補助機関
SBSTA：科学上及び技術上の
助言に関する補助機関

例
・GFANZ（Glasgow Financial Alliance 
for Net Zero)
機関投資家の主要なネット・ゼロ団体を
結集する連合で、 130兆ドル（約1京
7,500兆円）の資産を有する450社以上の
金融機関が参画
・地域気候行動サミット「高い野心のマ
ルチレベルパートナーシップ連合
（CHAMP）」
・We Mean Business「Fossil To Clean」
政府に化石燃料からの脱却を求める公開
書簡に200以上の企業が賛同

本来の国際ルール作りの場COP

気候マーチ

日本化石賞受賞

ホスト国の主導宣言

・各国首脳サミット開催
・様々な国際宣言主導

「持続可能な農業・強靭な食料シス
テム・気候変動対応に関する首脳級
宣言」
「気候と健康」

 

COP28の公式な成果

日本のJCI（気候変動イニシアティブ）
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交渉外：躍動する非国家アクターの国際連盟

• 今回のCOP28には約8万人が参加

• 政府関係者のみならず、非国家
アクターと呼ばれる都市や企業、
機関投資家などが大挙して参加
し、国を超えた連携で脱炭素の
取組を競って表明

• 特に機関投資家集団が企業の脱
炭素化を評価する基準を次々発
表しているのに注目

• 今や企業が脱炭素に取り組むの
は当たり前、その内容が真の脱
炭素化へ向かうのか、それとも
グリーンウォッシュ（見せかけ
の取組）かが問われている

• COP会議はこれら世界の脱炭素化
の動向を一堂に俯瞰する場

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan

JCI(日本の非国家アクター連盟）も参加して発表

機関投資家など非国家アク
ターは、もっとIPCC科学に
沿った行動を求める

ドバイの広大なエキスポ2020会場が舞台

化石燃料からクリーンエネ転換を促す
ビジネス連盟

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan
🄫WWF Japan 6



非国家アクター（＋一部の政府）の国際連携
サステナビリティ関連の代表的なイニシアティブ
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カーボンマーケット関連

VCMI（自主的炭素市場十全性イニシアティブ）

ICVCM（自主的炭素市場のための十全性評議会）

クレジットの活用によるオフセットのあり方、
質の高い民間クレジットの基準等定める

SBTi(Science Based Targets Initiative)
科学的知見に基づいて、パリ協定の
1.5度目標に整合するために、企業
が温室効果ガスをいつまでにどの程
度削減しなければいけないのかを示
した国際認証スキーム

GFANZ（Glasgow Financial Alliance for Net Zero）
機関投資家の主要なネット・ゼロ団体を結集する連合で、 
130兆ドル（約1京7,500兆円）の資産を有する450社以上の
金融機関が参画。ネットゼロに向けた目標のガイドライン等
を作成

PPCA（Powering Past Coal Alliance）
脱石炭に向けたグローバル連盟

CDP(Carbon Disclosure Project)
企業や都市による環境関連情報を開
示させ、評価することなどによって、改
善を促す。気候変動のみならず、水資
源、森林保全も対象。CDPのデータは、
投資家、企業、政府、研究機関など多
くのステークホルダーに利用される

Cities Race to Zero
1000以上の都市が2040年より前に
ネットゼロにすると宣言

RE100(Renewable Energy 100)
企業が自らの事業の使用電力を100％再エネで
賄うことを目指す国際的なイニシアティブ
電力需要側が再エネの必要性を政府や関係機関
に訴え、法制化を目指し、脱炭素社会への好循環
を生み出すことを目的とする

事実上の
グローバル

スタンダードに
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脱炭素における非国家アクター発の代表的な国際イニシアティブ
SBTi(Science Based Targets Initiative)とは

科学的知見に基づいて、パリ協定の1.5度目標に整合するために、企業が温室効果ガ
スをいつまでにどの程度削減しなければいけないのかを示した国際認証スキーム。

SBTは世界経済の3分1をカバー。

日経平均構成銘柄の50％の企業が

既にSBT取得・コミット。

出典：SBTi



日本が脱炭素化社会で輝くための留意点
• 国連・国際研究機関・国際NGOなどが事務局を務める国際イニシアティブ(CDP, SBTi, RE100, PPCAなど）が

事実上のグローバルビジネススタンダードになっていることを意識
• 脱炭素をめぐる技術も法規制も、急ピッチで進化、常時アップデートが必要

• 機関投資家GFANZなどが、上記国際イニシアティブの基準を使って、企業の脱炭素の取り組みの優劣を判
断し、取り組みを促し、監視する役割を担っている

• 欧州を中心にグリーンウォッシュ(見せかけの環境配慮）を取り締まる法規制の強化

• 各国の自主性を主とするパリ協定（国際法）、国内法等だけに準拠していれば安心ではない

• グローバルなサプライチェーンから外されるリスク

⇒ 例えば再エネ100%を掲げるグローバル企業が取引先にも再エネ100%経営を求める

• グリーンウオッシュを取り締まる法規制の強化

⇒ 例えば石炭火力由来の電力を多く使う日本製品が、省エネに優れていてもグリーンウオッシュとされる
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民間(非国家アクター）発の国際イニシアティブにも照準を当てて、
日本産業界の国際競争力を後押しする政策を！



グリーンウォッシュに関連する世界の法規制は強化へ
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国地域 内容

欧州 ・2021年1月 欧州委員会グリーンウオッシュ調査、42%のサイトで誇張や誤った表現が
あり、規制に違反している可能性を指摘
・2024年3月 欧州委員会「グリーンウオッシュ広告規制の指令」発効
消費者が製品を購入する際に、適切な情報を得て判断できるようにすることを目的として、
グリーンウオッシングを用いたマーケティング方法を禁止
環境主張には、測定可能な目標や達成期限など現実的な実施計画をもって、独立した第
三者機関による定期的な検証を受け、明確かつ客観的で検証可能なコミットメントが必要
(2026年に加盟各国で施行予定）

アメリカ ・2022年12月米連邦取引委員会（FTC）「グリーンガイド」1992年に制定され、3回改訂、
このたび2012年以来の改定を公表、よりグリーンウオッシュ規制強化する方向

イギリス ・2021年9月 競争・市場庁（CMA）「グリーンクレームコード」を公表
認証やカーボンオフセット、リサイクルなどに関する表示のガイダンス

フランス ・2023年1月「気候変動への対処およびその影響に対するレジリエンス強化に関する法
律」に企業のグリーンクレームに関する法規定が追加され、発効。
「カーボンニュートラル」「カーボンオフセット」主張にLCA排出量開示やオフセットの詳細
概要書の公表義務

日本 ・2022年12月 消費者庁は生分解性プラスチック製品に対して景品表示法違反(優良誤
認）に当たると措置命令。

出典：日経新聞2023/7/24「偽の「エコ」に厳しい目」、European Commission, Consumer protection: enabling sustainable choices and ending greenwashing (https://commission.europa.eu/index_en),

Global Policy Watch (https://www.globalpolicywatch.com/2023/05/the-green-claims-global-drive-developments-in-the-uk-us-and-eu/), TMI(https://www.tmi.gr.jp/eyes/blog/2023/14861.html)

カーボン
ニュートラル、
オフセットな
どの表示には、
厳格な根拠の
提出が求めら
れる方向へ

国内で初の指摘
事例が出たが、
欧米でははるか

に厳しい



🄫WWF Japan

1. ネットゼロ宣言の発表

2. ネットゼロ目標の設定

3. ボランタリークレジットの使用

4. 移行計画の策定

5. 化石燃料の段階的廃止と

再生可能エネルギーの拡大

6. ロビイングとアドボカシーの整合

7. 公正な移行における人々と自然

8. 透明性と説明責任の向上

9. 公正な移行への投資

10. 規制導入に向けた加速

グリーンウォッシュを避けるためには
国連ハイレベル専門家グループから、

非国家アクターによる「ネットゼロ宣言の信頼性と透明性に関する提言書」を発表 (2022/11/8)

ネットゼロに向かう科学に
沿った削減目標を5年ごと

などの短期、中期、長期に
出すこと、有用なガイドラ

インとしてSBTi例示

自社の削減目標達成にカー
ボンクレジットを利用する
ことはできない。ただし高
品質クレジットに限って自
社のバリューチェーン外で

利用してもよい

政府などに対して、自社の
みならず業界団体を通じて
も野心的な温暖化政策に反
対してはならず、政策を推

進すること出典：国連 非国家主体のネットゼロ宣言に関する ハイレベル専門家グループによる報告書
https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2023/02/HLEG-report_JPN.pdf (JCLPによる日本語訳）

UNSG 

HLEG

https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2023/02/HLEG-report_JPN.pdf


WWF 「脱炭素社会に向けた2050年ゼロシナリオ」

2020年12月11日発表
2021年9月9日改定

https://www.wwf.or.jp/activities/data/20210909climate01.pdf

日本が「2050年温室効果ガスゼロ」を
実現するために必要なことは？

日本産業の明日の競争力の源泉は？

2021年5月27日発表
2021年9月9日改定

https://www.wwf.or.jp/activities/data/20210909climate02.pdf

WWF2050年ゼロシナリオ(2021年版）
をベースにアップデートして発表！

2024年5月31日
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•

1. 省エネルギーの最大限の推進
最終エネルギー需要は2035年に約32％削減可能(2021年比）

「省エネルギーは第一の燃料であり、エネルギー安全保障に資する

クリーンエネルギー移行への不可欠な要素」（G7気候・エネルギー・環境大臣会合コミュニケ2024年4月）

最終エネルギー需要の推定
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• 最終エネルギー需要は活動度と
産業構造の変化、各部門での省
エネの進展により2021年比で
2035年には68％に、2040年には
61％に、2050年にはさらに43％に
減少

• 産業部門の減少が大きく、ＥＶの
導入により自動車の効率が3～4
倍になるため運輸部門の減少が
特に大きい

• COP28の要請であるエネ効率2倍
は、日本の場合は、1.5倍の減少
速度となる
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• 化石燃料中で最も排出の多い石炭火力は、すみやかに廃止

→2030年全廃止が可能

• 日本の石炭偏重に国際社会から強い非難

→石炭火力の輸出原則廃止・非効率石炭火発の廃止、しかし高効率温存で約20%の
予定？

• ダイナミックシミュレーションの結果、現状の石炭火力を日本の10電力地域全域
で2030年までに廃止しても、電力供給に問題がない

• 原発稼働30年廃止、稼働中及び再稼働見込み原発のみ想定すると2030年に2%

• LNG火力、現状の稼働率35～50%を、60～70%に上げることで賄える（ガス火力新設
不要）

2.石炭火力は2030年までに全廃止が必要
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2030年 電源ごとの発電状況を示すダイナミックシミュレーション図

日中、太陽光の余剰発電は
蓄電システムに充電

それを放電
風力発電

石炭火力は
ゼロ!

MWh

再エネ約50%!

既存のガス火力が
穴埋め
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3. 自然エネルギー(再生可能エネルギー)は2030年に3倍以上が可能

• 再生可能エネルギーは2030年に53％以上、2035年には77％に引き上げるならば、2035年NDCでのGHG削減を
2013年比66％以上（＝2019年比(IPCC基準年）GHG62%以上）にすることが可能

• 風力発電は官民挙げての推進下にあり、2030年に40GWと見込み、約10倍の設備容量の導入が可能
• 太陽光発電については、設備利用率の向上とペロブスカイトにより建物など広範囲にシート状のPV製品の利

用が見込まれるため、2030年には161GWの設備容量が可能と見込み、現状の2.9倍
• 風力と太陽光を合わせると日本もCOP28の要請である2030年までに再生可能エネルギー設備容量3倍

太陽光と風力の想定
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太陽光発電協会（JPEA）：太陽光発電の導入見通し分析結果(2024/7/1)

• NEDOや環境省調査を参考にした太
陽光発電協会（JPEA）の導入ポテン
シャル分析(2024)によると、国内の
太陽光導入ポテンシャルは
2,380GW

• 導入までのリードタイムの短い住宅
や非住宅のポテンシャルも多くある
が、中でも農業関連のポテンシャル
が大きい

• 地上設置のメガソーラーよりも、耕
作地や荒廃農地などへの設置のポ
テンシャルが大きい。農業振興や地
域にも貢献するような事例も増えつ
つある

出典：太陽光発電協会「太陽光発電産業の新ビジョン “PV OUTLOOK 2050”（2024年版Ver.1）」（2024/7/1発表）
 https://www.jpea.gr.jp/wp-content/uploads/pv_outlook2050_2024ver.1.pdf
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地域の発展と社会課題の解決に資する再エネ施設を

• 太陽光発電の大幅な普及を実現するには、地域の
合意形成が必須。地域の発展や社会課題の解決に
もつながる再エネ施設が重要。

• 農地に大きなポテンシャルがある中、有望視され
る１つがソーラーシェアリング。優良事例も数多
く、今後、現在の数倍におよぶ太陽光発電設備の
導入をスムーズに進めていくためには、こうした
地域の合意形成を後押しする事がカギとなる

ソーラーシェアリング（営農型太陽光発電）は、従来の野立てとは異なり、高足の架台にパネルを設
置することで、架台下での営農をも可能とする太陽光発電である。農業との併用が可能な特徴を活か
して、近年では、地域貢献に資するような事例が生まれつつある。

千葉県匝瑳市の事例
市民エネルギーちばが中心となり、自社事業のほか、金融機関との共同事業など複数のシェアリング
事業を展開。これらの発電収益の一部を活用することで、設備下の営農を担う若手農業者に耕作協力
金を支払っており、彼ら農業者の収入支援となっている。 18

市民エネルギーちば©
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• 脱炭素社会を進めるには、脱炭素化が難しい燃料用途と産業
用の高熱用途の化石燃料需要を、可能な限り電力に置き換え
ていくことが有効（電力は自然エネ等で脱炭素化が容易)。
そのためには電気自動車の普及や鉄鋼の電炉化推進等が必要

• その上で現状化石燃料を利用している運輸部門や産業用の高
熱用途を、水素で代替していく。その水素を化石燃料から作
るのでなく、自然エネ由来の電力を使っての水の電気分解に
よるグリーン水素が化石燃料脱却への道筋となる

• 太陽光と風力発電など変動電源による発電量と電力需要を合
わせるために、電力需要を超える発電が必要となる。した
がって余剰電力の発生は必然となる。本シナリオでは、2040
年段階で余剰電力が電力需要の約4割、2050年に向けては2倍
以上発生する。その余剰電力でグリーン水素を作り、脱炭素
化が難しい燃料と熱需要に使うことで、エネルギー全体を脱
炭素化していくことが可能となる

• グリーン水素は現状すでに普及段階にある技術であり、電力
料金さえ低くなれば採算性があう。すなわち余剰電力を使っ
て作るグリーン水素は理に適う国産エネルギーで、脱炭素社
会の切り札。

4.電化の推進と燃料・熱需要のための余剰電力を使ったグリーン水素の活用



石炭 0% 原子力 2%
石油 5%

ガス 40%

太陽光

27％

風力 13%

水力 12%

地熱その

他 2%

2030年の電源構成

政府 WWFシナリオ

再エネ

36～38%

原子力

20～22%

ガス

20%

石炭

19%

石油2% 水素アンモニア

1%

総発電電力量約9300~9400億kWh程度 総発電電力量約8430億kWh程度

出典：資源エネルギー庁 出典：WWFジャパン「脱炭素社会に向けた2050年ゼロシナリオ」 20



電源構成
2035年 2040年

総発電電力量約9140億kWh程度 総発電電力量約1兆1070億kWh程度

出典：WWFジャパン「脱炭素社会に向けた2050年ゼロシナリオ」

石炭 0% 原子力 0％

石油 1%

ガス

22%

太陽光

43%

風力

18%

水力

12%

地熱その他 3% 原子力0%

石油0%

ガス

10%

太陽光

46%

風力

30%

水力

10%

地熱その他4%
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出典：環境省 2022年度の温室効果ガス排出・吸収量概要
https://www.env.go.jp/press/press_03046.html

・日本の温室効果ガスは85%が

エネルギー起源CO2

・2014年以降、日本も排出量減少
理由①再エネ拡大に伴う

電力由来CO2減少
理由②省エネの進展

2030年再エネ3倍、
2035年GHG60%(CO2 66%）削減目標
のカギ
• 省エネと再エネの飛躍的拡大
• 化石燃料脱却の具体的道筋

現状分析：日本の温暖化対策＝エネルギー対策

実現には過去に例を見ない努力が必要
例)太陽光発電を年間15GW導入
(過去最大導入量は年10GW,現状は年6GW）
しかし日本が出遅れを取り戻すチャンス
カギは省エネ・再エネを加速度的に後押し
する政策導入 22



現状分析：
G7の中で唯一石炭火力廃止計画を持たず、2040年に向かっても化石燃料
脱却の具体的計画なし、再エネ目標低いまま、
このままでは脱炭素化社会グローバルマーケットで選ばれないリスク大

出典：環境省 2022年度の温室効果ガス排出・吸収量概要
https://www.env.go.jp/press/press_03046.html

2030年にまだ
石炭火発19%

再エネ目標
が低い

まだ火力発電
4割以上

非現実的な

原発目標に
代替案なし
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実現のために必要な考え方：たった今からの政策強化

• GX推進法とGX脱炭素電源法の「分野別投資戦略」では、国民的議論ないまま決められた原発への回帰や、
海外から脱炭素化への効果に疑問を投げかけられている技術も含めた将来的な技術的イノベーションに重
きが置かれている

• 2035年に向かって重要なことは、現状の技術とインフラでできることをまず最大限に進めること。たと
えば、実用化が不確かなCCUSやアンモニア燃料等の将来的な開発を頼みに石炭火力を長期にわたって温存
するよりも、「高効率」と謳いながらガス火力の2倍CO2を排出する石炭火力を速やかに廃止する方が有効。
何より高排出な設備を今から新増設することによって、2050年まで高排出インフラを固定化するロックイ
ンを避けることが理に適う

• エネ効率の改善と再生可能エネルギーの飛躍的導入を促進する政策の導入強化

–省エネ推進を進めるカーボンプライシング（＝再エネ推進にも大いに資する）

–住宅・建築物の省エネ性能の強化

–既存電源の温存につながる容量市場の改善など電力システム改革

–変動電源の大量導入を見据えた計画的な地域間連系線など電力系統の強化

–新エネルギー事業者の育成

–東京都や川崎市が導入済みの新築住宅に太陽光パネルの設置を義務づける制度を全国に拡充

–クリーンな産業への雇用シフトの支援

参考：WWFジャパンGX関連法案の改善ポイント~脱炭素社会の実現と産業競争力の強化の真の両立に向けて(2023年3月作成)
https://www.wwf.or.jp/activities/data/20230330_climate01.pdf
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実効力のあるカーボンプライシングが必須

現状日本国内で整備されているGX推進戦略の枠組みでは、化石燃料の輸入・
精製事業者に負担を課す化石燃料賦課金と、制度参加企業に排出枠の購入を求
める排出量取引制度（GX-ETS）が実施される予定。これらの制度は不十分な点
を抱えており、早急な改善が必要。

⚫ 化石燃料賦課金やGX-ETSでは、過度な負担を生まないようにとカーボンプライスに
上限価格が設定

⚫ GX-ETSでは対象部門からの総排出量の上限（キャップ）が想定されておらず、排出
枠が過剰に供給される可能性

⚫ これらによって、化石燃料賦課金・GX-ETSの下でのカーボンプライスが過度に低い
水準に留まり、本来あるべき排出削減効果が得られないおそれ。

⚫ 十分な排出削減効果を生むカーボンプライスの妨げになるならば上限価格は撤廃し、
目標とする排出削減量を確実に達成するためにキャップの設定は不可欠

25



予見可能性のある国際基準のカーボンプライスが必要

• JPEAによる分析では、カーボンプライシングの実施によって、太陽光パネルが経済性を持っ
て大幅に導入され得る。オフサイト型の事業用太陽光は、2035年時点で、カーボンプライシ
ングがなければ導入ポテンシャルのうち1.7%しか顕在化しないが、実施されていれば93.1％
が顕在化する。カーボンプライシングの実施を前提として、2035年に173 GW、2050年に400GW
の規模での導入が可能になる

出典：
• 太陽光発電協会「太陽光発電産業の新ビジョン “PV OUTLOOK 2050”（2024年版Ver.1）」（2024/7/1発表）
 https://www.jpea.gr.jp/wp-content/uploads/pv_outlook2050_2024ver.1.pdf
• IEA “Net Zero by 2050 – A Global Pathway to Keep the 1.5 ℃ Goal in Reach,2023 Update”(2023/9更新)
 https://iea.blob.core.windows.net/assets/9a698da4-4002-4e53-8ef3-631d8971bf84/NetZeroRoadmap_AGlobalPathwaytoKeepthe1.5CGoalinReach-2023Update.pdf

• カーボンプライシングの実施ペースによっては一層の前倒し
や導入量引上げも期待

• 国際エネルギー機関（IEA）は、1.5度達成に向けて先進国経
済で必要なカーボンプライスCO2 1トンあたりの金額を、2030
年までに140ドル（約21,000円：1ドル150円の場合。以下同
じ。）、2040年までに205ドル（約30,750円）、2050年までに
250ドル（約37,500円）

• 国際的に認められた十分に高い水準でのカーボンプライスに
向かって、段階的かつタイムリーな実施・引き上げがなされ
るように化石燃料賦課金・GX-ETSを改善すれば、省エネの飛
躍的拡大、再生可能エネルギーの最大限の導入も可能

26
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2030年

• 省エネルギーの最大限の推進：

最終エネルギー需要で約21%削減が可能（2021年比）

• 石炭火力発電所の全廃止

• 自然エネルギー約53%に引き上げ

2035年

• 省エネルギーの最大限の推進：

最終エネルギー需要で約32%削減が可能（2021年比）

• 自然エネルギー約77%に引き上げ

2035年CO2排出量66%(GHG62.7%)削減を実現するために

WWFの本シナリオが示すこと
• エネルギー効率の改善は、現状の技術とその延長線上で可能であること
• 石炭火発廃止、自然エネ約50%は、2030年には現状の電力インフラの範囲内で

可能であること
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まとめ
2030年,2035年のエネルギーミックス(電源）WWF提案

• 風力発電は官民挙げての推進下にあり、2035年に40GWと見込み、約10倍の設備容量の導入が可能
• 太陽光発電については、設備利用率の向上とペロブスカイトにより建物など広範囲にシート状のPV製品の

利用が見込まれるため、2030年には161GWの設備容量が可能と見込み、現状の2.9倍
• 風力と太陽光を合わせるとCOP28の要請である2030年までに再生可能エネルギー設備容量3倍が可能
• 再生可能エネルギーは2030年に53％以上、2035年には77％に引き上げるならば、2035年NDCでのGHG

削減を 2013年比66％以上（＝2019年比(IPCC基準年）GHG62%以上）にすることが可能

日本のこれまでの削減努力の延長線上では決して達成できる目標ではないが、
カーボンプライシングなど有効な政策の強化導入で日本が出遅れを取り戻すチャンス
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お問合せ先

WWFジャパン 気候・エネルギーグループ
climatechange@wwf.or.jp

シナリオ本体や提言などは、以下リンク先よりダウンロード可能です。

• 2035年60％以上(2019年比)の温室効果ガス削減 を可能とする
「2035年エネルギーミックスとNDC」提案（WWFシナリオ2024年版）
2024/5/31発表
https://www.wwf.or.jp/activities/data/20240531climate04.pdf

ご参考：WWFシナリオ2021年版

• 報告書「脱炭素社会に向けた2050年ゼロシナリオ2021」費用算定編
https://www.wwf.or.jp/activities/data/20210909climate02.pdf

• 報告書「脱炭素社会に向けた2050年ゼロシナリオ2021」
https://www.wwf.or.jp/activities/data/20210909climate01.pdf

• 2050年排出ゼロを実現する！日本の「エネルギーシナリオ」
https://www.wwf.or.jp/activities/lib/4534.html

https://www.wwf.or.jp/activities/data/20240531climate04.pdf
https://www.wwf.or.jp/activities/data/20210909climate02.pdf
https://www.wwf.or.jp/activities/data/20210909climate01.pdf
https://www.wwf.or.jp/activities/lib/4534.html
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